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１．地層処分の技術基盤の着実な整備

・幌延深地層研究計画における「令和2年度以降の幌延深
地層研究計画」に基づく調査研究、稚内層深部（深度
500m）への坑道の展開

・超深地層研究所計画における、「令和2年度以降の超深
地層研究所計画」に基づく坑道埋め戻し後の環境モニタリ
ング調査

・地質環境の長期安定性に関する研究に係る、自然現象に
伴う地質環境の変化を予測・評価する技術の整備

・地層処分研究開発としての、処分システム構築・評価解
析技術の先端化・体系化

２．新たな研究システムとして将来を見据えた研究
開発による、成果の他分野への展開

・最先端のデジタル技術を取り入れた技術基盤整備（ビッグ
データを活用したデジタルツイン技術の基盤整備）

・地質環境変化の予測・評価技術を応用した、自然災害予
測技術の開発

・超小型AMSの開発・実用化

※第4期中長期計画策定にあたっては、第6次エネルギー基本計画（案）及び全体計画の内容との対比などを踏まえ、第3期中長期計画と
同じ以下の構成を基本とする。
①深地層の研究施設計画
②地質環境の長期安定性に関する研究
③高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
④使用済燃料の直接処分研究開発

３．幅広い選択肢を確保する観点での、代替処分
技術に関する研究開発

・直接処分研究開発など、代替処分オプションに特徴的な
現象に着目した基礎基盤研究

４．研究活動を通した社会との協働と還元

・国際連携による幌延深地層研究センターの国際拠点化

・実施主体、国内外の研究開発機関、大学等との技術協
力や共同研究等を通じ、最先端の技術や知見を取得・提
供し、地層処分に関する技術力の強化・人材育成に貢献

・施設見学、ウェブサイトの活用による研究開発成果に関
する情報の公開を通じた、地層処分に関する国民との相
互理解促進

第４期中長期目標期間での取組の方向性※（案）
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研究開発を取り巻く状況

（1） 「幌延深地層研究の確認会議」
 地元自治体との約束を遵守し、「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」に基づき、令和10

年度までに成果を得て、技術基盤の整備が完了するように取り組む。

（2） 第６次エネルギー基本計画（案）
 高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組の抜本的な強化などから、①国、NUMO、

JAEA等の関係機関が全体を俯瞰して、総合的、計画的かつ効率的な技術開発の着実な実
施、②幌延の深地層研究施設等における成果の活用が当該計画の素案に初めて明示

 第4期中長期計画の策定に際しては、これを踏まえることが重要と認識。

（3） 地層処分研究開発に関する全体計画（平成30年度～令和4年度） 〔令和2年3月改訂版〕
 当該計画策定から４年が経過して、令和4年度には当初の目標に向けた成果を取りまとめ、

令和5年度以降の計画策定に向けた検討が開始されるものと思料
 したがって、全体計画の改訂を念頭に基本方針※に示された役割分担のもと研究開発の基

本方針を策定していくことが肝要

【令和3年度確認会議にて確認された事項】
•道、幌延町と機構が締結した三者協定の履行状況を確認するための会議を令和3年度は5回（4/16、5/18、
6/7、6/15、7/16）実施

•この中で、令和2年度以降の幌延深地層研究計画」に沿って研究が進められており、遅れや課題などが生じてい
ないことや、深度500mでの研究の実施について確認

•また、情報公開・理解促進等の観点から、情報の受け手の分かり易さに配慮した理解醸成に繋げるための積極
的な情報発信、幌延の研究施設が最終処分場になるなどの不安や懸念の解消等についての要望が示された。

※：「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（平成27年5月）」
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第４期中長期目標期間における機構全体の取組方針案との関連

Ⅲ．第4期中長期目標期間に向けた原子力機構の取組の基本方針案

2. 研究開発力強化のための研究基盤・環境の構築・運営・高度化と人材育成に
向けた取組

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動

①イノベーション創出に向けた取組

②研究のDX化、供用施設のリモート化・スマート化

④国際連携の推進

(2)人材育成（原子力人材、イノベーション人材）

将来の原子力を担う人材の確保・育成

機構と他国研・大学・民間の間での人材交流活性化促進

※原子力機構全体の取組方針の中から関連項目のみ抜粋

⇒幌延の深地層研究施設をプラットフォームとした連携促進と共創への取組
⇒地層処分技術に関する研究開発で培った技術の災害防止への応用（例えば、地質環境変
化の予測・評価技術を応用した自然災害予測技術の開発など）

⇒超小型AMSの環境、材料工学、医学へ展開

⇒最先端のデジタル技術を取り入れた技術基盤の整備

⇒幌延の地下施設を活用した国際連携の強化

⇒幌延の地下施設を活用した国際共同研究を通じた国内外の技術者や研究者の育成



第3期中長期目標期間における研究開発項目と実施内容

4



第3期中長期目標期間の成果を踏まえた次期中長期計画への課題（1）

5

細目
中長期
終了目標

H27-H30（中間評価時）の
成果

（詳細は参考資料ご参照）

H27-R3
（第3期中長期期間全体）

成果見込み
課 題

1) 深地層
の研究施
設計画

・地層処分事業
や国の施策等
のための技術
基盤の整備、
提供

・「必須の課題」
の着実な実施
と取りまとめ

・超深地層研究所計画（結晶質
岩）

- 坑道埋め戻し技術開発におけ
る再冠水試験の開始 等、着実
に成果を創出し、技術基盤を整
備

・超深地層研究所計画（結晶室岩）
-地下を三次元的に調査・評価し、
そこに地下施設を建設・維持でき
ることを実証するという所期の目
的を達成

「令和2年度以降の超深地層研
究所計画」に基づいた、環境モニ
タリング調査の計画的実施、なら
びに撤去作業の完結

膨大なデータや情報の利活用

・幌延深地層研究計画（堆積岩）
- 人工バリア性能確認試験にお
けるデータ取得の継続等、着実
に成果を創出し、技術基盤を整
備

・幌延深地層研究計画（堆積岩）
-人工バリア性能確認試験等、着
実に成果を創出し、実際の処分
事業においても実用的に活用可
能な技術基盤の整備に大きく貢
献

「令和2年度以降の幌延深地層
研究計画」に基づいた研究開発
の着実な実施、深度500mに向
けた研究への取組、ならびに国
際連携の強化など

最先端の処分技術を実証するプ
ラットフォームとしての利活用

2) 地質環
境の長期
安定性に
関する研
究

・年代測定技術
を活用した地
質環境の変化
を予測・評価す
る技術の整備

・上載地層法（年代既知の地層の
変位状況等による評価手法）の
適用が困難な断層の活動性を
調査・評価する手法等の開発

・断層の活動性や隆起・侵食速度
の評価に必要となる年代測定技
術の開発・整備

・幅広い年代域（104から107年）や
様々な自然現象・試料に対応可能
な年代測定手法として体系化し、
断層の活動性、隆起・侵食速度の
把握等の調査・評価技術開発の
整備に貢献

社会のニーズ等も踏まえた地質
環境の長期的変化を予測・評価
する技術の整備、イノベーション
創出の観点から、年代測定技術
の災害防止への応用や超小型
AMSの開発など

3) 高レベ
ル放射性
廃棄物の
地層処分
研究開発

・処分システム
構築・評価解
析技術の先端
化・体系化

・室内試験と原位置試験を組み
合わせた岩石中の物質移行現
象の理解、人工バリア挙動の理
解及びデータベースの整備・拡
充

・幅広い地質環境条件に対応した
人工バリアや地下施設の設計に寄
与する重要なデータが着実に蓄積

・長期の環境変遷等を考慮したより
現実的な地層処分システムの安全
評価手法を整備

処分システム構築・評価解析技
術の先端化・体系化、処分事業
の進展に応じた処分事業者との
知識・技術の共有



第3期中長期目標期間の成果を踏まえた次期中長期計画への課題（2）
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細目
中長期

終了目標

H27-H30（中間評価時）の
成果

（詳細は参考資料ご参照）

H27-R3
（第3期中長期期間全体）

成果見込み
課 題

4) 使用済
燃料の直
接処分研
究開発

・代替オプション
としての使用
済燃料直接処
分に係る基盤
技術の整備

・直接処分技術の現状をまとめた
「第１次取りまとめ」報告書の公
開

・工学技術、安全評価の技術的基
盤の整備・拡充

・使用済燃料の特性や地質環境の
多様性を考慮に入れた処分施設
の設計検討、直接処分に特徴的
な性能評価パラメータの整備

・直接処分の成立性の検討に資す
る顕著な成果を創出

特徴的な現象に着目した基礎基
盤研究の着実な推進

5)研究開
発の進捗
状況の確
認と情報
発信

・研究開発成果
の発信、地層
処分に関する
国民との相互
理解の促進

・論文投稿等に加え、プレス発表、
ウェブサイト活用等による積極的
な成果発信

・NUMOとの共同研究を通じた技
術の継承

・大学等との連携・協力による革
新的な成果の創出

・見学者の受入れやイベントを通じ
た国民との相互理解促進

・科学的特性マップ作成への貢献、
意見交換会への協力

・論文投稿等に加え、プレス発表、
ウェブサイト活用等による積極的な
成果発信

・NUMOとの共同研究を通じた技術
の継承

・大学等との連携・協力による革新
的な成果の創出

・見学者の受入れやイベントを通じ
た国民との相互理解促進

・科学的特性マップ作成への貢献、
意見交換会への協力

「幌延深地層研究の確認会議」で
の道からの要望なども踏まえた施
設見学、ウェブサイトの活用によ
る研究開発成果の情報発信と、
それらを通じた国民との相互理
解促進の強化

上記の他、地層処分研究開発・評価委員会の中間評価での意見なども踏まえ、以下のような課題が挙げられる。
 最先端のデジタル技術を取り入れた、実施主体が行う地質環境調査、処分システムの設計・安全評価、国に

よる安全規制上の施策等のための技術基盤の整備（ビッグデータの活用、AI技術の利用など）

※地層処分研究開発・評価委員会の中間評価（平成31年3月6日）における意見
「これまでに蓄積された膨大なデータや情報を活用した、新たな視点からの研究開発にも挑戦することを期待する。」



令和2年度以降の幌延深地層研究計画

7
令和3年度幌延深地層研究の確認会議資料を転載



令和2年度以降の超深地層研究所計画

8令和元年度東濃地科学センター地層科学研究情報・意見交換会資料を転載

年度
2019
（R1）

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

2023
（R5）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

超深地層研究所計画
に基づく研究開発

工
程

坑道埋め戻し

地上施設撤去

基礎
コンクリート等撤去

地下水の環境
モニタリング調査

研究所周辺の
環境影響調査

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑの有効性確認
（実証研究）

▼土地賃貸借期限（平成34年（令和4年）1月）

※地上観測孔を利用した坑道周辺の地下水の水圧・水質観測については、研究所設置当初から継続しています

（準備工事）

（整地）

Google Google Google



第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 1)深地層の研究施設計画（その1）
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 1)深地層の研究施設計画（その2）
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 2)地質環境の長期安定性に関する研究



第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 3)高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 4)使用済燃料の直接処分研究開発
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 研究開発成果の創出、他機関との連携・協力、人材育成
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考） 国民との相互理解促進と国の施策への貢献
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考）研究開発成果のプレス発表、他分野への応用/貢献例（1）
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第３期中長期目標期間（中間評価）における研究開発成果

（参考）研究開発成果のプレス発表、他分野への応用/貢献例（2）



18

（参考）第3期中長期計画（抜粋）(平成27年4月1日～令和4年3月31日)

高レベル放射性廃棄物の処分技術等に
関する研究開発

高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現
に必要な基盤的な研究開発を着実に進める
とともに、実施主体が行う地質環境調査､
処分システムの設計・安全評価、国による
安全規制上の施策等のための技術基盤を整
備し、提供する。さらに、これらの取組を
通じ、実施主体との人材交流等を進め、円
滑な技術移転を進める。
加えて､代替処分オプションとしての使

用済燃料直接処分の調査研究を継続する。

これらの取組により、我が国の将来的な
地層処分計画立案に資する研究成果を創出
するとともに、地層処分計画に基づいた地
層処分事業に貢献する。

研究開発の実施に当たっては、最新の科
学的知見を踏まえることとし、実施主体、
国内外の研究開発機関、大学等との技術協
力や共同研究等を通じて、最先端の技術や
知見を取得・提供し、我が国における地層
処分に関する技術力の強化・人材育成に貢
献する。

また、深地層の研究施設の見学、ウェブサ
イトの活用による研究開発成果に関する情
報の公開を通じ、地層処分に関する国民と
の相互理解促進に努める。

1) 深地層の研究施設計画
超深地層研究所計画（結晶質岩：岐阜県

瑞浪市）と幌延深地層研究計画（堆積岩：
北海道幌延町）については、機構が行う業
務の効率化を図りつつ、改革の基本的方向
を踏まえた調査研究を、委託などにより重
点化し、着実に進める。研究開発の進捗状
況等については、令和元年度末を目途に、
外部専門家による評価等により確認する。
なお、超深地層研究所計画では、土地賃貸
借期間も念頭に調査研究に取り組む。
超深地層研究所計画については、地下坑

道における工学的対策技術の開発、物質移
動モデル化技術の開発及び坑道埋め戻し技
術の開発に重点的に取り組む。これらに関
する研究については、平成31年度末までの
5年間で成果を出すことを前提に取り組む。
また、同年度末までに、跡利用を検討する
ための委員会での議論も踏まえ、土地賃貸
借期間の終了（平成34年1月）までに埋め
戻しができるようにという前提で考え、坑
道埋め戻しなどのその後の進め方について
決定する。令和2年度以降においては、坑
道埋め戻しなどのその後の進め方について
定めた「令和2年度以降の超深地層研究所
計画」に基づき、土地賃貸借期間の終了ま
でに坑道の埋め戻し及び地上施設の撤去を
行う。また、埋め戻し期間中は、埋め戻し
に伴う地下水の回復状況を確認するために、
実証研究を兼ねてモニタリングシステムの
有効性を確認する。

2) 地質環境の長期安定性に関する研究
自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評

価する技術を、地球年代学に係る最先端の施
設・設備も活用しつつ整備する。
3) 高レベル放射性廃棄物の地層処分
研究開発
深地層の研究施設計画や地質環境の長期安

定性に関する研究の成果も活用し、高レベル
放射性廃棄物の地層処分に係る処分システム
構築・評価解析技術の先端化・体系化を図る。
4) 使用済燃料の直接処分研究開発
海外の直接処分に関する最新の技術動向を

調査するとともに、高レベル放射性廃棄物の
地層処分研究開発の成果を活用しつつ、代替
処分オプションとしての使用済燃料直接処分
の調査研究に取り組み、成果を取りまとめる。

幌延深地層研究計画については、実際の地
質環境における人工バリアの適用性確認、処
分概念オプションの実証及び地殻変動に対す
る堆積岩の緩衝能力の検証に重点的に取り組
む。また、平成31年度末までに研究終了まで
の工程やその後の埋め戻しについて決定する。
令和2年度以降においては、研究終了までの
工程やその後の埋め戻しについて定めた「令
和2年度以降の幌延深地層研究計画」に基づ
き、実際の地質環境における人工バリアの適
用性確認、処分概念オプションの実証及び地
殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証を進
める。

（令和2年4月1日変更認可）
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高レベル放射性廃棄物の処分技術等に関する研
究開発
高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現に必

要な基盤的な研究開発を着実に進めるとともに、
実施主体が行う地質環境調査､処分システムの
設計・安全評価、国による安全規制上の施策等
のための技術基盤を最先端のデジタル技術を取
り入れつつ整備し、提供する。さらに、これら
の取組を通じ、実施主体との人材交流等を進め、
円滑な技術移転を進めるなど社会実装を図る。
加えて､代替処分オプションとしての使用済

燃料直接処分の調査研究をなどを継続する。
これらの取組により、我が国の将来的な地層

処分計画立案に資する研究成果を創出するとと
もに、地層処分計画に基づいた地層処分事業に
貢献する。
研究開発の実施に当たっては、最新の科学的

知見を踏まえることとし、実施主体、国内外の
研究開発機関、大学等との技術協力や共同研究
等を通じて、最先端の技術や知見を取得・提供
し、我が国における地層処分に関する技術力の
強化・人材育成に貢献する。
また、幌延の深地層の研究施設などの施設見

学、ウェブサイトの活用による研究開発成果に
関する情報の公開を通じ、地層処分に関する国
民との相互理解促進に努める。

1) 深地層の研究施設計画
幌延深地層研究計画（堆積岩：北海道幌延

町）と超深地層研究所計画（結晶質岩：岐阜県
瑞浪市）については、機構が行う業務の効率化
を図りつつ、調査研究および坑道埋め戻し後の
モニタリング調査を着実に進める。
幌延深地層研究計画については、「令和2年

度以降の幌延深地層研究計画」に基づき、実際
の地質環境における人工バリアの適用性確認、
処分概念オプションの実証及び地殻変動に対す
る

堆積岩の緩衝能力の検証を進める。研究の実施にあ
たり、稚内層深部（深度500m）に坑道を展開して
研究に取り組むとともに、さらなる国際連携による
幌延深地層研究センターの国際拠点化を進め、研究
開発成果の最大化を図る。その上で、国内外の技術
動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了
が確認できれば、埋め戻しを行うことを具体的工程
として示す。
超深地層研究所計画については、「令和2年度以

降の超深地層研究所計画」に基づき、埋め戻し後は
有効性を確認したモニタリングシステムを用いた地
下水の調査と地上観測孔による地下水調査を環境モ
ニタリング調査として5年程度継続して実施する。
地下水の環境モニタリング調査終了後は速やかに、
地上施設の基礎コンクリート等の撤去及び地上から
掘削したボーリング孔の埋め戻し、閉塞を行う。そ
の後、用地の整地を行い、全ての作業を完了する。

2) 地質環境の長期安定性に関する研究
自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価する

技術を、地球年代学に係る最先端の施設・設備も活
用しつつ整備する。これら技術については、地層処
分事業における各調査段階に必要となる編年技術の
構築のみならず、原子力を取り巻く課題解決や社会
のニーズへの対応も考慮して整備を行う。また、大
学等研究機関との協働を進め、土岐地球年代学研究
所に設置されている施設・設備の利用促進を図ると
ともに、地球科学分野の研究成果の創出に貢献する。

3) 高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
深地層の研究施設計画や地質環境の長期安定性に

関する研究の成果も活用しつつ、処分事業の進展に
応じ、処分事業者等と知識・技術等の一層の共有を
図りながら、高レベル放射性廃棄物等の地層処分に
係る処分システム構築・評価解析技術の先端化・体
系化をさらに進める。

4)代替処分オプションの研究開発
海外の直接処分に関する最新の技術動向を調

査するとともに、高レベル放射性廃棄物の地層
処分研究開発の成果を活用しつつ、使用済燃料
の直接処分など代替処分オプションに特徴的な
現象に着目した基礎基盤研究を着実に進める 。

産学官との連携強化と社会からの信頼確保のた
めの活動

(1)イノベーション創出に向けた取組
〜中略〜 機構が保有する学術論文、知的財

産、研究施設等の情報や、機構が開発・整備し
た超小型AMSなど世界最先端の分析機器、解析
コード、データベース等を体系的に整理し、一
体的かつ外部の者が利用しやすい形で提供する。
これらにより機構の研究開発成果の産学官等へ
の技術移転、外部利用と展開を促進する。〜略
〜

業務運営の効率化に関する目標を達成するため
とるべき措置

1．業務の合理化・効率化

(1)経費の合理化・効率化
〜中略〜 経費の合理化・効率化の観点から、

超深地層研究所計画に係る坑道の埋め戻し後の
地下水のモニタリング等において、民間活力の
導入による事業を継続する。また、業務の合理
化・効率化の観点から、「令和2年度以降の幌
延深地層研究計画」に係る研究坑道の整備等に
民間活力の導入を図る。
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